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第 448回 企業会計基準委員会議事概要 

 

I. 日 時  2020年 12月 24日（木） 13時～15時 30分 

II. 場 所  ウェブ会議 

III.議 題 

（審議事項） 

(1) 改正企業会計基準適用指針公開草案「収益認識に関する会計基準の適用指針（案）」【公表議決】 

(2) IASBディスカッション・ペーパー「企業結合 ― 開示、のれん及び減損」へのコメントの検討 

(3) 2020年 12月開催会計基準アドバイザリー・フォーラム（ASAF）の報告 

(4) 投資信託の時価の算定に関する取扱いの検討 

(5) 取締役等の報酬等として金銭の払込み等を要しないで株式の発行等をする場合における会計

処理に関する公開草案に寄せられたコメントへの対応 

(6) 連結納税制度の見直しへの対応 

 

本企業会計基準委員会は、新型コロナウイルス感染症への対応として、「企業会計基準及び修正国際

基準の開発に係る適正手続に関する規則」第 13条に基づき、ウェブ会議で実施した。 

 

IV. 議事概要 

（審議事項） 

(1) 改正企業会計基準適用指針公開草案「収益認識に関する会計基準の適用指針（案）」【公表議決】 

川西副委員長及び牧野専門研究員より、改正企業会計基準適用指針公開草案「収益認識に関

する会計基準の適用指針（案）」及び「コメントの募集及び公開草案の概要」の文案について説

明がなされ、第 111回収益認識専門委員会（2020年 12月 15日開催）における検討状況も踏ま

え、審議・採決が行われた。採決の結果、字句等の修正は委員長に一任することを前提に、出

席委員全員の賛成をもって公表することが承認された。 

(2) IASBディスカッション・ペーパー「企業結合 ― 開示、のれん及び減損」へのコメントの検討 

川西副委員長及び板橋ディレクターより、IASBディスカッション・ペーパー「企業結合 ― 

開示、のれん及び減損」へのコメントの検討として、ディスカッション・ペーパーに対するコ

メント・レターの文案全体について説明がなされ、第 105回 ASAF対応専門委員会（2020年 12

月 7日開催）及び第 106回 ASAF対応専門委員会（2020年 12月 21日開催）における検討状況

も踏まえ、審議が行われた。審議の結果、字句等の修正は委員長に一任することを前提に、IASB

にコメント・レターを提出することが了承された。 

(3) 2020年 12月開催会計基準アドバイザリー・フォーラム（ASAF）の報告 

川西副委員長より、2020年 12月開催会計基準アドバイザリー・フォーラム（ASAF）の報告

について説明がなされ、審議が行われた。 

(4) 投資信託の時価の算定に関する取扱いの検討 

小賀坂委員長及び熊谷ディレクターより、企業会計基準適用指針第 31 号「時価の算定に関

する会計基準の適用指針」の改正及び「コメントの募集及び公開草案の概要」に関してこれま

での審議で聞かれた意見を踏まえた文案について説明がなされ、第 164回金融商品専門委員会

（2020年 12月 18日開催）における検討状況も踏まえ、審議が行われた。審議の結果、可能で
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あれば、次回の委員会において公開草案の公表承認に関する審議を行いたい旨が説明された。 

(5) 取締役等の報酬等として金銭の払込み等を要しないで株式の発行等をする場合における会計

処理に関する公開草案に寄せられたコメントへの対応 

矢農常勤委員及び宗延専門研究員より、実務対応報告公開草案第 60 号「取締役の報酬等と

して株式を無償交付する取引に関する取扱い（案）」等に寄せられたコメントへの対応案並び

に実務対応報告等及び「公表にあたって」の文案について説明がなされ、第 136回実務対応専

門委員会（2020年 12月 9日）及び第 137回実務対応専門委員会（2020年 12月 23日）におけ

る検討状況も踏まえ、審議が行われた。審議の結果、可能であれば、次回の委員会において実

務対応報告「取締役の報酬等として株式を無償交付する取引に関する取扱い」等の公表承認に

関する審議を行いたい旨が説明された。 

(6) 連結納税制度の見直しへの対応 

矢農常勤委員及び宗延専門研究員より、グループ通算制度における法人税及び地方法人税に

関する会計処理並びに税効果会計の取扱いの開発に係る基本的な方針並びにグループ通算制

度における繰延税金資産の回収可能性の判断の取扱いについて説明がなされ、第 66 回税効果

会計専門委員会（2020年 12月 1日開催）及び第 67回税効果会計専門委員会（2020年 12月 16

日開催）における検討状況も踏まえ、審議が行われた。 

 

以 上 


